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 移民は、補完的な労働力として、地域の産業基盤や
顧客サービスの維持に貢献する。
 設備投資や業界再編といった構造改革を遅らせ、低コス
ト労働力としての移民依存をもたらす可能性には留意。

イノベーションの源泉

人
口
減
少
へ
の
対
応

 移民は、①イノベーションの源泉、②人手不足への対応、③生活者としての新
たな需要、という観点から重要。

 移民は、高い起業マインドを通じた技術革新や新
商品・サービス開発、海外需要取り込みなどによ
り、イノベーションの源泉となる。

人手不足

新たな需要
 労働力の代替・補完としてはAI/ロボットの活用も
期待されるが、移民は生活者として新たな需要も
生み出す。

移民受入れの意義
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上陸拒否対象国への追加日
までに出国

上陸拒否対象国への追加日
以降に出国

永住者、特別永住
者など 〇 ×

留学生・駐在員な
ど 段階的緩和？ ×

※ いずれの場合でも、「特段の事情」が認められれば再入国はできる

 外国人の再入国制限が続けば、新たな人材受け入れ以前で躓くことになりかね
ない。検査能力の早急な充実含めた体制整備が必要。

コロナ対応における課題
-外国人の再入国制限-
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（出所）東京都防災ホームページより

コロナ対応における課題
-多言語での情報発信・受信体制-

 政府・自治体のコロナ対策情報、在留資格関連情報等の各国語による発信を抜
本的に強化すべき
 入管はマンパワー的に追いついておらず、例えば、東京都外国人新型コロナ生活相
談センターのような積極的情報発信を全国で行えるようにすべき。

 各国の駐日大使館や民間事業者等との情報連携も必要

（出所）ワンビザホームページ
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（出典）HSBC Expat, Expat Country Guides (https://www.expatexplorer.hsbc.com/country-guides/japan/living）

 優秀な移民受入れには、給与以外にも、家族の安全（治安、医療福祉）、子女
の高度教育へのアクセス、国籍差別のない社会制度、などの充実が必要。

 HSBCが毎年公表する、海外に居住し働く人々の意見が反映された「住みやすい
国ランキング（2019）」で、日本は30位。
 特に、「コミュニティの閉鎖性・定着しやすさ」のほか、「子供の友達作り・教育内
容・学校制度」については特に低い評価。

優秀な移民受け入れにあたっての課題
-外国人共生の視点-
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（出典）法務省「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（概要)」（http://www.moj.go.jp/content/001280352.pdf）

個別施策のさらなる充実To Do List → 目標・KPIに基づく管理

銀行口座の開設手続き

就労者のための日本語教育

マイナンバーの効果的活用

ヘイトスピーチ対策

出生地主義の検討

外国人共生のためのさらなる環境整備
-外国人共生政策の現状とあるべき姿-

 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」は、いつまでに、何を達成
するといった点が不明瞭。
 総合的対応策を「移民基本法」に基づくものとして位置づけ、目標及びKPIを設定す
ることで、必要な施策の進捗をモニタリングする必要。
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 多様性は企業の生産性向上に繋がり得るが、受け入れ態勢が整っていないと逆効
果にもなる。多様性に対応するための計画・ビジョン、柔軟な働き方等が必要。

 政府として、外国人受け入れに取り組む企業、個人を支援できないか。

法人税の軽減措置

所得税の軽減措置

企
業

個
人

（出典）内閣府「令和元年度 年次経済財政報告」（https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je19/index_pdf.html）

人材の多様性と生産性 政府による支援

外国人共生のためのさらなる環境整備
-政府による民間企業の取り組み支援-
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 外国人職員のキャリアパス明確化、技能水準向上・資格取得に対するサポート
 外国人職員に対する日本語教育支援（特にビジネス日本語）、企業の英語化 等
 外国人職員に対する住宅の確保その他の生活支援
 企業内における異文化・慣習への配慮 （やさしい日本語、食堂におけるベジタリア

ン・ハラル食提供、礼拝所の整備 等）
 日本人職員・地域コミュニティとの間の相互交流・異文化理解促進事業の実施

※ 地方の企業に対し優遇措置を深掘りすることで、地方への外国人材の誘導が可能

認定対象（案）

 外国人の労働環境・生活環境を改善するとともに、日本人職員・地域コミュニ
ティとの共生を図る企業の取り組みを、法人税の軽減措置で支援。

 次世代育成支援対策推進法に基づく認定（いわゆる「くるみん認定」）及び認
定対象への税制優遇措置等を参考に
① 外国人の定着、日本人職員・地域との共生に取組む企業を公的に認定
② 法人税の優遇措置を講じる

具体的な支援策

【参考】外国人の定着・共生支援税制（案）
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規制・制度改革 経営・業務改革

コロナ対処
に直結

コロナ問題を
契機とした
新たな
国づくり

 オンライン医療提供体制
 オンライン教育
 オンライン株主総会
 労働法制の改革
 マイナンバー制度の活用

 リモートワークの推進

 社会全体のデジタル化の推進
 レガシー規制の見直し
 データ連携・活用の環境整備
 国民運動の実施 ほか

 ＤＸの見える化
 ＤＸ連携の支援
 ＤＸ投資のインセンティブ

スタートアップやベンチャー企業の活躍

コロナ問題を契機とした社会全体のDXとスタートアップの活躍
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 投資促進
• 政府系ファンドによる
マッチング出資

 スタートアップに特化した
融資要件の創設、専用の受
付窓口の設置

 負担の大きい固定費（家賃、
人件費）の支援

 スタートアップ向けの支援
パッケージの一元的な情報
集約、メッセージの発信

 公共調達の改革

 オープンデータの推進

 税制措置
• 小規模PoC（実証実
験）に対する支援

• オープンイノベー
ション税制の拡充

• その他
（Appendix）参照

3段構えのスタートアップ支援
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超短期 短期・中長期

 すでにスタートアップ
投資（特にシード期）
は冷え込みの兆候

 先細りしないような投
資の下支えが必要

投資支援 社会実装支援資金繰り支援

 従来型の支援パッケージは
中小企業が主な対象

 スタートアップの事業モデ
ルに当てはまらず（特に売
上減少要件）

 官民の徹底的なDX推
進にスタートアップ
の一層の活用が必要

問
題
認
識

対
策

早期執行、運用
の具体化が必要

支援・振興策
拡充が必要



 投資促進
 コロナ対応やDX推進に資する技術・サービスの開発を目指すスタートアップへの投資
については政府系ファンドからマッチング出資

 税制措置
 大企業と連携した小規模なPOCを支援

• スタートアップ投資促進のため、オープンイノベーション税制が創設されたが、さ
らに初期スタートアップ支援のため、大企業と連携した小規模なPOCを税制優遇

• 投資は検討に時間がかかるため、小規模POC案件の活性化により、初期スタート
アップは当面の資金繰りをしのぎつつ、実績作り

• その後、投資を受けたらすぐに本格的なプロダクト開発に着手し、実際にPOCを
行った企業に売り込むなど、より大きな売上を生めるサイクルを作る

 コロナ対応やDX推進に資する技術・サービスの開発を目指すスタートアップへの投資
については、オープンイノベーション税制を拡充

 その他の振興策についてAppendixも参照

 日本はスタートアップ投資でCVCの占める割合が大きいが、本業が打撃を受け
ると早々に規模縮小する可能性があり、先細りしないような投資の下支えが必要

スタートアップ投資の支援
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支援・振興策
拡充が必要

早期執行、運用
の具体化が必要



【参考】補正予算等における手当
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 日本公庫・中小機構を通じた資本性劣後ローン、JIC・DBJによる投融資枠の拡
充などにより、スタートアップ向けの支援パッケージは一定程度充実

 既存の体制ではノウハウ・マンパワー不足する部分もあり、早期実行のため、民
間金融機関・VCとの連携など機動的に行う必要



 東京都のコロナ対策サイトなど、スタートアップの持つ技術・スピード感の必要
性が広く認識されたところ

 スタートアップの有する新技術、新サービスを政府機関・自治体等で積極活用し、
社会実装を促進

 公共調達の改革
 緊急時における随意契約の柔軟な活用促進
 公共調達へのスタートアップの参入を促すような、入札の参加資格要件、仕
様、審査プロセス、契約・支払い手続きなどの見直し

 オープンデータの推進
 中央政府・地方公共団体等によるオープンデータ政策の推進とＡＰＩ開放の
デフォルト化

 個人情報保護法制2000個問題の解消
 国/地方の情報システムの標準化の推進（地方のLGWANシステムの問題解
消）等

スタートアップによる社会実装支援
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支援・振興策
拡充が必要
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スタートアップエコシステムにおける東京の立ち位置

 Funding（資金調達）、
Knowledge（研究・特許な
ど）の評価は高い。

 一方、Connectedness（ア
クセラレーターやミート
アップ）、Market Reach
（グローバル市場への展
開）の評価が低い。
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新経済連盟について
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団体パンフレット
https://jane.or.jp/pdf/jane.pdf

基本政策集「JAPAN AHEAD2」
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/4396.html

https://jane.or.jp/pdf/jane.pdf
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/4396.html


外国人受け入れ・共生について

22

コロナ問題の在留外国人への影響と必要な対応
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10644.html

⽇本の「移⺠政策」の確⽴に向けた提⾔ 〜改正出⼊国管理法の施⾏
を受けて〜
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/8715.html

https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10644.html
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/8715.html


スタートアップ支援・振興について
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コロナ問題を契機とした規制・制度／経営・業務改革～デジタルXの
未来を今に～
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10806.html

コロナ問題を乗り越えるためのスタートアップ支援
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10170.html

https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10806.html
https://jane.or.jp/proposal/pressrelease/10170.html
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